
河南町土砂埋立て等の規制に関する条例 手続きフロー図 
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提 出 図 書 一 覧  

事前 
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許可 

申請 
提出書類及び図面 

○  土砂埋立て等事前協議書（事前協議 様式第１号） 

○  説明会開催予定報告書（事前協議 様式第３号） 

 ○ 土砂埋立て等許可申請書（様式第３号） 

 ○ 土地使用同意書（様式第１号） 

◯ ○ 埋立て等区域及びその周辺の状況を示す図面（付近見取図） 

◯ ○ 説明会開催結果報告書（事前協議 様式第４号）（様式第２号） 

○ ○ 埋立て等関係区域の位置図 

○ ○ 埋立て等関係区域の現況平面図及び現況断面図 

○ ○ 埋立て等関係区域の測量図及び求積図 

○ ○ 埋立て等関係区域の計画平面図、計画断面図及び排水計画図 

 ○ 埋立て等関係区域の流域図 

○ ○ 埋立て等関係区域の土地の登記事項証明書及び公図の写し 

 ○ 
埋立て等関係区域内に有し、又は埋立て等関係区域に隣接する道路その他の公共施設に

係る土地との境界確定図の写し 

○ ○ 土砂埋立て等に使用される土砂の量の計算書 

 ◯ 埋立て等関係区域外への排水の水質調査を行うための施設の位置図及び構造図 

○ ○ 土砂埋立て等に使用される土砂の搬入に関する計画 

○ ○ 土砂の搬出入経路図 

○ ○ 土砂埋立て等に係る工事の順序を明らかにした書面 

 ○ 
土砂埋立て等が施工されている間における埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散又は流

出による災害を防止するために講ずる措置を明らかにした書面 

◯ ○ 埋立て等関係区域の現況の写真 

○ ○ 土砂埋立て等の施工に要する経費に係る資金調達計画書（様式第４号） 

 ○ 
申請者の住民票の写し（法人の場合、登記事項証明書及び役員の住民票の写し）及び印

鑑登録証明書 

 △ 
申請者が未成年者の場合、法定代理人の住民票の写し（法廷代理人が法人の場合、登記

事項証明書及び印鑑登録証明書並びに役員の住民票の写し） 

 △ 申請者に使用人がある場合、その者の住民票の写し 

 ○ 申請者が欠格要件に該当しないことの誓約書 

 ◯ 
埋立て等関係区域の地盤調査の結果を記載した書面又は地盤調査を行う必要がない状

態であることを証する書面 

 △ 
土質試験等に基づき構造の安定性の計算を行った場合、当該安定計算の内容を記載した

書面 

 △ 
擁壁の断面図及び背面図並びに擁壁の概要、構造計算、応力算定及び断面算定を記載し

た構造計算書 

 △ 排水施設の構造図並びに流量及び断面決定を記載した書面 

 △ 沈砂池の構造図及び容量を算定した書面 

 △ 調整池を設置する場合、調整池の構造図並びに容量及び放流量を算定した書面 

 ○ 
最近一事業年度の法人税及び法人事業税（個人の場合、前年の所得税及び個人事業税）

の滞納がないことを証する書面 

 ○ 
法人の場合、最近一事業年度の確定申告書の写し及び財務諸表（貸借対照表及び損益計

算書又はこれらに類する書類）、個人の場合、前年分の確定申告書の写し 

 ○ 
資金を自己資金で調達する場合、金融機関の預金若しくは貯金の残高を証明する書面又

はこれに類する書類、借入金で調達する場合は、金融機関の融資を証明する書面 

○ ○ その他町長が必要と認める図書 

（注）住民票など公的機関・金融機関の発行する書類は、発行日から起算して３か月以内のものに限る。 

○＝必ず提出、△＝該当があれば提出 


